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厚生労働科学研究費補助金(地域医療基盤開発推進研究事業 ) 

「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」 

分 担 研 究 報 告 書（平成 30 年度） 

 

【医療計画班①】医療計画指標見直しに向けて  

沖縄県庁ヒアリング結果を踏まえて 

 

研究分担者 河原 和夫（東京医科歯科大学大学院 政策科学分野 教授） 

研究協力者 伊藤 達哉（長野県健康福祉部医療推進課）  

研究協力者 島崎 謙治（政策研究大学院大学） 

研究協力者 田極 春美（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社）  

研究協力者 伴 正海  （横浜市立大学）  

 

Ａ．研究目的 

平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金

地域医療基盤開発推進研究事業「病床機能

の分化・連携や病床の効率的利用等のため

に必要となる実施可能な施策に関する研

究」（研究代表者 今村知明）（以下、「平

研究要旨 

本研究では、平成 30 年度研究において得られた都道府県の医療計画策定プロセスの課

題を踏まえ、限られた専門人材、人員体制、時間にも関わらず、アウトカム改善を目指し

た政策循環の仕組みを実践した沖縄県に注目し、当時の策定プロセスに関わった県職員

にヒアリングを実施することで、今後の一つのモデルを示すことを目的としている。  

全都道府県の医療計画をレビューし、ロジックモデルを活用した 5 県を抽出し、そのう

ち沖縄県に対する現地ヒアリング調査を実施した。 

調査の結果、県庁内部署横断的にロジックモデルの活用を決め、それぞれの担当者が協

力をしながら 11 分野のロジックモデルの叩き台を作成し、専門部会に臨んだ結果、関係

者による議論はロジックモデルを中心に、目指すべきアウトカムとアウトカムに寄与す

るアウトプットとの因果関係に関する議論や活用されるデータ、アウトプットを出すた

めの施策についての議論が活発に行われた。さらに参加した委員の多くから、その後の

継続的な議論の場を求める声が上がり、今後も改善に向けた議論を行う場を設置する方

針となった。 

 本研究成果は、厚生労働省における医療計画の見直し等に関する検討及び 2021（令和

3）年度に医療計画の中間見直しの際の参考資料等として、また、各都道府県が医療計画を進

捗管理していく際の参考資料として活用されることが期待される。 
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成 29 年度研究」）において、第 7 次医療

計画を策定するプロセスに関してアンケ

ート調査が行われ、各都府県における策定

体制の違いが明らかになったと同時に、数

少ない職員数にも関わらず、多くの検討会

を短期間に開催しなければならない実情

や、人事異動の事情もあり専門人材の確

保・育成の困難さについても課題が浮き彫

りとなった。 

本研究では、こうした課題に対し、第 7

次医療計画の進捗管理や中間見直しに向

け、限られた専門人材、人員体制、時間に

も関わらず、アウトカム改善を目指した政

策循環の仕組みを実践した沖縄県に注目

し、当時の策定プロセスに関わった県職員

にヒアリングを実施することで、今後の一

つのモデルを示すことを目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

全 47 都道府県の医療計画を、「ロジッ

クモデルの活用」という観点からレビュー

を行なった。さらに、活用していた５県の

うち、沖縄県に対してヒアリングを実施し

た。詳細は下記の通り。 

（１）調査期間：平成 30 年 11 月 2〜3 日 

（２）調査依頼先：沖縄県の医療計画担当

部署（部長、課長、担当者） 

（３）調査方法：ヒアリング（対面）  

（４）調査期項目 

① 策定過程 

② ロジックモデル 

③ 今後の課題 

④ その他 

 

（倫理面への配慮） 

 特になし 

 

Ｃ．研究結果 

（１）レビュー 

47 都道府県のうち、医療計画本文中にロジ

ックモデルを活用しているのは、岩手県、大

阪府、愛媛県、佐賀県、長崎県、沖縄県の 5

県であった。ただし、岩手県は重点施策にお

いてのみ活用（図１）されているため、全て

の施策において活用されたのは 4 県となった。 

（図１） 

＜重点施策の政策ロジック＞ 

図 1（岩手県医療計画より抜粋）  

 

4 県のうち、例えば大阪府の医療計画におい

ては、第 1 章第 4 節の「4．PDCA サイクル

に基づく計画推進」の中で、ロジックモデル

を活用した政策循環の仕組みについて、以下

のように記載されている。 

〇そのため、第 7 次計画では、各疾病事業に

おいて、6 年後のめざす姿（C：地域住民の健

康状態や患者の状態等)を目的に、目標（B：

地域の医療のサービスの状況等)を設定し、毎

年度、取組（A：施策及び事業）について、具

取組内容 

 → 

事業の直接的な 

効果  → 

中間アウトカム 

   → 

最終 

アウトカム 

たばこ対

策の実施 

禁煙希望者を対象

に禁煙支援を実施 

成人の喫煙率の

減少 がん患者の

年齢調整死

亡率の低下 

企業・事業所等の 

受動喫煙防止対策

の実施 

受動喫煙防止対

策を実施してい

る職場の割合 

がん検診

受診率向

上のため

の支援 

市町村・企業にお

けるがん検診受診

率向上の取組 

がん検診受診率 

がん患者の

年齢調整死

亡率の低下 

がん診療

連携拠点

病院等の

機能強化

に対する

支援等 

国の指定要件を満

たすような、がん

診療連携拠点等が

行う取組 

がん診療連携拠

点病院の整備圏

域数の維持 

（がん医療の均

てん） 

がん患者の

年齢調整死

亡率の低下 
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体的に効果検証を行っていきます。  

（大阪府医療計画より一部抜粋） 

 

（２）ヒアリング 

レビューを踏まえ、3 県の当時の担当者に連

絡を取り、スケジュール等検討した結果、今

回は沖縄県に対してヒアリングを実施するこ

ととなった。なお、大阪府に関しては、今回

の策定以前からロジックモデルを一部導入し

ていたことから、今回新たに導入するに当た

っての経緯をヒアリングするという趣旨から

は外れるため、対象外とした。また、３県の

医療計画策定主担当者に関し、愛媛県担当者

は、国が実施してきた研修会に 2014 年度当

初から、佐賀県担当者は 2015年度当初から、

沖縄県担当者は 2016 年度途中からそれぞれ

受講しており、計画策定後の 2018 年度から

は全員他部署へ異動となっている。  

① 策定過程 

 第 6 次計画は、医療現場の意見を十分に

聞かないまま県主導で進めた結果、医療

計画の内容は医療関係者に認知されてい

ない、体系が複雑といった反省点があっ

た。（部長） 

 国の研修でロジックモデルを学んだ後、

講師を県庁に招いて内部で県職員向けの

勉強会を実施。職員は「PDCA」「アウト

カム」「アウトプット」といった用語を

理解できていなかったようで、医療以外

の部署からも参加者が集まった。（担当

者） 

 第６次計画の中身をロジックモデルに落

とし込み、それぞれの担当者に現状を示

すことから始めた。その結果、施策が目

的に向かっていない、目的しか記載され

ておらず目標が存在しない、などの事実

が認識された。（担当者） 

 第 7 次計画を策定するに当たって、まず

は、基本方針と策定体制を固めた。具体

的には、ロジックモデルの活用、５疾病

５事業・在宅ごとに 11 部会の設置。（部

長）  

 担当者から国の研修で学んだロジックモ

デルについての説明を受け、施策が体系

だって理解しやすかったため、すぐに関

係課長を集め、ロジックモデルの採用と

部会の設置について指示。（部長）  

 スケジュールやタスクを各担当者と共有

し、資料やデータを共有フォルダで管理。

お互いの部会にはなるべく参加し、会議

資料の説明方法や進め方も共有。（担当

者） 

 各部会は３回の会議を開催。担当者が作

成したロジックモデルのたたき台をもと

に関係者に議論してもらったが、想像以

上に関係者の議論が白熱し、19 時開始の

部会が、分野によっては 22 時を過ぎるこ

ともあった。（部長） 

 第１回の部会では、各部会とも、①策定
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方針、国の指針の説明、②ロジックモデ

ルの説明、③現状データの提示、第２回

では、ロジックモデルの事務局案を提示

し、それをもとに、アウトカムの設定は

どうか、データの妥当性はどうかなど、

委員に議論していただいた（この時が一

番盛り上がった）。（担当者） 

 部会の開催に当たっては、各担当者が事

前に関係者に対して資料説明等を行うな

ど、丁寧に運営を行った。県職員が足し

げく関係者の元へ通い、何度も説明し、

県としての考えを伝え続けたことが大き

かったと思われる。（課長） 

 各担当者が医学的知識を学ぶことが非常

に困難であったが、部会の座長に教えて

いただくなど、現場の協力が大きかった。

（担当者） 

 医療計画策定を終えて部会は一旦終了し

たが、関係者からは「今後も継続的に進

捗管理に関わらせてほしい」という要望

が挙がったため、今後も定期的に協議の

場を設置する方針。（部長） 

 第 7 次計画策定を通じて、医師会をはじ

めとする関係者との関係性が著しく向上

し、医療審議会でも批判の声が上がらな

かった。（課長） 

 

② ロジックモデル 

 体系だっていて理解しやすく、施策の漏

れやダブりも減るだけでなく、自然と優

先順がつき、やらなくて良い施策もはっ

きりする。今後の進捗管理もしやすくな

ると思われる。（部長） 

 既存の施策ありきではなく、あるべき方

向性に向けた施策を検討することができ、

例えば糖尿病に関しては、必要なデータ

を入手するため、国保連合会にデータ分

析を依頼するための補正予算準備も進ん

でいる。（部長） 

 ロジックモデルを活用することで、全体

を体系化・スリム化するとともに、論点

を絞ることができた。「やる」「やらな

い」の判断がしやすかったため、関係者

からも好評。（課長） 

 県が行なっている事業の定量化ができ、

県が本来行うべき事業であるにも関わら

ず行なっていない事業が明らかになった。

今後、人材、予算といった資源を投入し、

施策を進めていく。（課長） 

 部会での論点が明確になり、自身の興味

のみで発言を繰り返す委員が出てこなか

った。（担当者） 

 

③ 今後の課題 

 分野によってロジックモデルが弱いとこ

ろもあり、今後の改善が必要。（部長）  

 在宅医療分野における議論に関し、県福

祉部局との連携が困難であったため、今

後も引き続き議論が必要。（部長、課長）  

 国の指針が開示されたのが前年度末であ

ったため、計画策定のための調査業務の

項目決定が間に合わず、不足データがあ

った。指針が前年度の夏〜秋頃に出てく

れば、早めの協議により必要な予算措置

を策定年度に間に合わせることができる。

（担当者） 
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 国の研修を各担当者に説明するには限界

があり、研修をビデオや web 形式等にす

ることで、都道府県の策定体制が強化で

きるのではないか。（総務省統計局は

YouTube で講義を配信している）（担当

者） 

 

④ その他 

 国の全国衛生部長会などでロジックモデ

ルが紹介されれば、もう少し活用された

のではないだろうか。（部長） 

 県内部の人材育成に関しては、少なくと

も１年は準備期間がいる。（課長）  

 策定年度に増やした計画担当の人員枠は

今後も維持する。（課長） 

 部長からは「既存事業ありきではなく、

課題に対応している施策・事業を書き入

れるように」という指示があり、課長か

らは「とにかく思うままにどんどん進め

よう」と背中を押してもらえた。（担当

者） 

 

Ｄ．考察  

（１）レビュー 

国の研修会でロジックモデルが示され、指

針においても「政策循環の仕組みを一層強化」

と書かれたものの、アウトカムとアウトプッ

トの関連性を表したロジックモデルが活用さ

れた都道府県は僅かに 5 県であった。そして、

この 5 県の担当者は、国の研修でロジックモ

デルを学び、そのまま異動なく策定作業に従

事しているが、他にも多くの担当者が同じよ

うな状況にある。ここから推察されるのは、

担当者レベルが学んだ事項を、そのまま全部

局横断的な方針まで昇華させることが非常に

困難であり、それまで庁内で実施されてきた

方法で策定を進めていくという大きな流れに

はなかなか抗えないという組織内部の事情で

ある。この点に関しては、ヒアリングにも指

摘されているように、国で行われている全国

衛生部長会議のような場において、具体的な

新たなツールとして、部長級の役職に対して

情報提供を行うなど働きかけをすることは有

用であると考えられる。または視点を変え、

行政側ではなく、都道府県医師会向けに働き

かけるという選択肢も考えられる。  

 

（２） 

① 策定過程 

平成 29 年度研究において、５疾病・５事

業等に係る計画の検討や事業の実施を行う所

属の数が全国平均 6.7 であったように、計画

策定には多くの部署を巻き込む必要があり、

そうなると課長級ではなく、部長級の管理職

の動きが非常に重要になってくる。その点に

おいて、沖縄県では部長が積極的に動いたこ

とが重要な意味を持っている。  

また、限られた開催回数の各部会において、

議論を活発にするために相応の準備をしてき

たことが伺われる。まず、庁内担当者レベル

が政策循環に関する理解を深めること。さら

には第 6 次計画を検証することで、現状の危

機意識を醸成すること。そして、担当者同士

が協力するだけでなく、部会の座長にも専門

知識に関する教えを請うなど、限られた資源

の中で活用できるものを最大限活用したこと。
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最後に、それぞれの担当者が関係者の元へ足

しげく通い、何度も県としての考え方を説明

し続けたこと。恐らく、これらの準備が無け

れば、いくら優れたロジックモデルが突然会

議に登場したとしても、議論が白熱すること

は無かっただろうと推察される。アリバイ作

りの会議ではなく、関係者に主体的に関わっ

てもらうための会議が行われたことは、策定

後も引き続きの議論を関係者が求めたことか

らも明白である。 

 

② ロジックモデル 

平成 29 年度研究において、計画策定のた

めの会議体の数が全国平均 10 であったこと

からも分かるように、とにかく会議体が多く、

自ずと開催回数が少なくなる中、アウトカム

に向けたアウトプットを出すための施策まで

議論を深めることは非常に困難である。しか

し、ロジックモデルを活用することで論点が

明確になり、自身の興味のみで発言する委員

が出てこなかったように、非常に効率的かつ

効果的な議論が可能になったものと考えられ

る。 

 

③ 今後の課題 

国が開催する都道府県職員研修について

は、その内容を録画するなどし、全国の関係

者が学べる環境を整えることは、各都道府県

が今後の計画の進捗管理を実施していく上で、

有用であると考えられる。 

また、都道府県が計画策定のための予算ま

で含めて準備するためには、国が指針の作成

を通常より前倒しで行う必要があり、今後の

対応が期待される。 

 

Ｅ．結論 

今回、沖縄県の医療計画策定過程について

ヒアリング調査を行った。都道府県が限られ

た資源で多くの業務を行う状況において、ア

ウトカム（目的）の設定だけでなく、それを

改善するために実施する施策にまで議論を深

めるためには、ロジックモデルの活用が有用

である可能性が示された。また、沖縄県の事

例は特別に高度な技術や知識が求められては

おらず、他の都道府県にとっても実現可能な

モデルとして、参考になると考えられるため、

関係者には参考事例として是非活用していた

だきたい。 

一方で、今回調査しきれなかった、ロジッ

クモデルを活用した他の 4 県については、今

後も引き続き研究を進め、参考となる事例を

抽出すると同時に、多くのロジックモデルを

活用しなかった都道府県についても、調査研

究を行う必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

① Yoko KOMURA, Takamichi KOGURE, 

Kazuo KAWAHARA, Hiroo YOKOZEKI  

Economic assessment of actual pre-

scription of drugs for treatment of 

atopic dermatitis: Differences between 

dermatology and pediatrics in large-
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tology 45, p.165～174 2018 

 

② Chiharu Kano, Minoko Takanashi,  
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